
 

 

 

令和７事業年度財務諸表 

 

（労災年金担保債権管理回収勘定） 

 

 



（労災年金担保債権管理回収勘定） （単位：円）

資産の部
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 36,304,864
流動資産合計 36,304,864

資産合計 36,304,864
負債の部
Ⅰ 流動負債

未払金 57,754
預り金 3,587,786

流動負債合計 3,645,540
負債合計 3,645,540

純資産の部 0
Ⅰ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 18,480,719
積立金 12,771,032
当期未処分利益 1,407,573

（うち当期総利益） (1,407,573)
利益剰余金合計 32,659,324

純資産合計 32,659,324
負債純資産合計 36,304,864

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

金      額科      目

貸  借  対  照  表
（令和8年3月31日）



(労災年金担保債権管理回収勘定)
(単位：円)

Ⅰ

△ 732,363

34,937

損益計算書上の費用合計 △ 697,426

Ⅱ その他行政コスト 0

Ⅲ △ 697,426行政コスト

労災年金担保債権管理回収業務費

一般管理費

行政コスト計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

科 目 金 額

損益計算書上の費用



（労災年金担保債権管理回収勘定） （単位：円）
金　　額

経常費用
労災年金担保債権管理回収業務費

人件費 752,922
労災年金担保債権管理回収業務経費 300,044
減価償却費 156,676
退職給付費用 △ 1,942,005 △ 732,363

一般管理費
人件費 302,434
管理経費 157,651
減価償却費 73,608
退職給付費用 △ 498,756 34,937

経常費用合計 △ 697,426
経常収益

資産見返運営費交付金戻入（注） 2,797
雑益 534,418
経常収益合計 537,215

経常利益 1,234,641
当期純利益 1,234,641
前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 172,932
当期総利益 1,407,573

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損  益  計  算  書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

科　　目



（労災年金担保債権管理回収勘定） （単位：円）

減資差益
減価償却相当
累計額（－）

除売却差額
相当累計額

（－）

うち当期総利
益（又は当期

総損失）

当期首残高 61,887,212 61,887,212 0 18,653,651 12,771,032 － 31,424,683 93,311,895

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

不要財産に係る国庫納付等による減資 △ 61,887,212 △ 61,887,212 △ 61,887,212

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

減価償却

固定資産の減損

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）　利益の処分又は損失の処理

前中期目標期間からの繰越し

利益処分による積立 12,771,032 △ 12,771,032

利益処分（又は損失処理）による取り崩し

国庫納付金の納付

（２）　その他

当期純利益（又は当期純損失） 1,234,641 1,234,641 1,234,641 1,234,641

前中期目標期間繰越積立金取崩額 △ 172,932 172,932 172,932

Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額）

当期変動額合計 △ 61,887,212 △ 61,887,212 0 △ 172,932 12,771,032 △ 11,363,459 1,407,573 1,234,641 △ 60,652,571

当期末残高 0 0 0 18,480,719 12,771,032 1,407,573 1,407,573 32,659,324 32,659,324

当期未処分利
益（又は当期
未処理損失）

利益剰余金
（又は繰越欠
損金）合計

政府
出資金

資本金合計 資本剰余金

その他行政コスト累計額

資本剰余金
合計

前中期目標期
間繰越積立金

純資産変動計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産合計

積立金



（労災年金担保債権管理回収勘定） （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

人件費支出 △ 1,294,838

その他の業務支出 △ 741,974

その他の業務収入 2,922

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,033,890

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 24,004

無形固定資産の取得による支出 △ 21,977

無形固定資産の売却による収入 129,572

投資活動によるキャッシュ・フロー 131,599

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の償還による支出 △ 156,383

不要財産に係る国庫納付等による支出 △ 61,887,212

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 62,043,595

Ⅳ 資金減少額 △ 63,945,886

Ⅴ 資金期首残高 100,250,750

Ⅵ 資金期末残高 36,304,864

区 分 金 額

キャッシュ・フロー計算書
（令和7年4月1日～令和8年3月31日）



（労災年金担保債権管理回収勘定） （単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 1,407,573

当期総利益 1,407,573

Ⅱ 積立金振替額 18,480,719

前中期目標期間繰越積立金 18,480,719

Ⅲ 利益処分額

19,888,292 19,888,292

利益の処分に関する書類 
(令和8年8月27日)

科 目 金 額

積立金



注記 
 
１．重要な会計方針 

 （１）減価償却の会計処理方法 
   ① 有形固定資産 
     定額法を採用しております。 
   ② 無形固定資産 
     定額法を採用しております。なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利

用可能期間（5年）に基づいております。 

 （２）退職給付引当金の計上基準 
当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。退職給

付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当該事業年度末までの期間に帰属させる方法については

期間定額基準を採用し、過去勤務費用及び数理計算上の差異は発生年度において一括費用処理して

おります。 

ただし、令和8年4月1日付けで勘定を廃止したことから、当事業年度末における退職給付引当金の

見込額はありません。 

 （３）賞与引当金の計上基準 

当該事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

ただし、令和8年4月1日付けで勘定を廃止したことから、当事業年度末における賞与引当金の見込

額はありません。 

 （４）リース取引の処理方法 

    リース料総額が3,000,000円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理としております。 

    リース料総額が3,000,000円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理としております。 

 （５）消費税等の会計処理 
    消費税等の会計処理は、税込方式としております。 
 
２．重要な債務負担行為 

     該当事項はありません。 

 
３．重要な後発事象 

 労災年金担保債権管理回収勘定について 

   労災年金担保債権管理回収勘定については令和8年3月31日をもって業務を終了し、機構法附則第5

条の2第15項の規定に基づき、令和8年4月1日付けで当該勘定を廃止しました。勘定廃止の際当該勘定に

属する資産及び負債については、同項の規定に基づき、労働保険特別会計に帰属させるものとされてお

ります。 

  



４．行政コスト計算書関係 

 （１）独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

    独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストについては、次のとおりとなっ

ております。 

    行 政 コ ス ト    △    697,426円 

    自 己 収 入 等      △    534,418円 

    法 人 税 等 及 び 国 庫 納 付 額          －円 

    機 会 費 用        727,309円 

独立行政法人の業務運営に関して 
            △    504,535円 国民の負担に帰せられるコスト 

 （２）機会費用の計算方法 

   ① 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

     政府出資等の機会費用の計算には、10年利付国債の令和8年3月末利回り2.345％を用いており

ます。 

   ② 国からの出向職員に生じる機会費用の計算方法 

     当該職員が国に復帰後退職する際の退職金のうち、独立行政法人での勤務期間に対応する額は、

給与規程等に基づき計算しております。 

 

５．キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

       現 金 及 び 預 金       36,304,864円 

    資金の期末残高         36,304,864円 

 

  



６．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

 不要財産に係る国庫納付について 

  不要財産としての国庫納付等 
  を行った資産の種類 現金及び預金 

帳簿価額 61,887,212円 

不要財産となった理由 
労災年金担保貸付事業に関する平成30年10月30日付会計検

査院からの意見表示を踏まえ検討を行った結果、当該事業に

係る政府出資金については不要であると判断したため。 

国庫納付等の方法 現物納付 

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条の2第1項） 

  譲渡収入による現金納付等を 
  行った資産に係る譲渡収入の 
  額 

－ 

  国庫納付等に当たり譲渡収入 
  より控除した費用の額 － 

国庫納付等の額 61,887,212円 

国庫納付等が行われた年月日 令和8年1月30日 

減資額 61,887,212円 

   （注）地方公共団体及びその他民間等への払戻額はありません。 
 



 
 
 
 
 
 

附    属    明    細    書 
 
 
 
 
 

 



１　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（｢第８７ 特定の資産に係る費用相当額の会計処理｣による減価償却相当額も含む｡）の明細
（単位：円）

２　引当金の明細

（単位：円）

３　退職給付引当金の明細
（単位：円）

未認識過去勤務費用及び未認識
数理計算上の差異

年金資産

退職給付引当金

４　役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、千円未満切捨て、人）

　(注)1　役員に対する給与等の支給基準の概要

　　　　 役員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構役員給与規程等に基づき、適正額を支給しております。

　　  2　職員に対する給与等の支給基準の概要

　　　　 職員の給与及び退職手当については、独立行政法人福祉医療機構職員給与規程等に基づき、各職員の職能に応じて適正額を支給しております。

　　  3　職員等の給与の｢支給人員｣数は、年間平均支給人員数を記載しております。

　　  4　()は非常勤の役員に対するもので外数です。

合 計
(1) (0.00)

1,025 0.14 48 0.01

職 員
992 0.14 46 0.01

32 0.00 1 0.00

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支給人員 支 給 額 支給人員

役 員
(1) (0.00)

－ －

1,562,660 △ 1,529,258 33,402 －

2,528,534 △ 2,474,317 54,217 －

区　　　　分 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高 摘 要

賞 与 引 当 金 128,135 128,135 －

区 分 期 首 残 高
当 期 減 少 額

期 末 残 高
目 的 使 用

摘　要当期増加額
そ の 他

－ －

退 職 給 付 債 務 合 計 額 4,091,194 △ 4,003,575 87,619 －

退職一時金に係る債務 2,717,866 △ 2,663,649 54,217 －
確定給付企業年金等に係る債務 1,373,328 △ 1,339,926 33,402 －

－ －

期　末
残　高

減 価 償 却 累 計 額

－ － 3,931 －

差引当期末
残　　　高

摘 要
当 期 償 却 額

有 形 固 定 資 産
(減価償却費 )

建 物 138,214 － 138,214

資 産 の 種 類
期　首
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

車 両 運 搬 具 6,049 － 6,049 － － 1,010 －
－

計 2,476,150 120,420 2,596,570 － － 168,161 －
工 具 器 具 備 品 2,331,887 120,420 2,452,307 － － 163,220

無 形 固 定 資 産
(減価償却費 )

ソ フ ト ウ ェ ア
3,883,322 3,137 3,886,459 － － 62,123 －

投資その他の資産 前 払 年 金 費 用 189,332 － 189,332 － － － －


